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０.はじめに 

 
 
 市民活動・交流分科会では、34名の市民委員のほか、学識委員、市から委員として参加した職
員委員も加わり、後述のようなテーマ設定のもとに議論を行ってきました。 
 
 検討に当たっては、市から関連する分野についての解説・情報提供を受けて市の施策の現状や

課題について理解し、そのうえでテーマ別のグループに分かれ検討を進めてきました。なお、グ

ループでの検討内容を分科会全体として共有するために、毎回分科会の終わりに、グループから

の討議内容の報告と意見交換の機会を設けました。 
 
本報告は、本年 5月に中間報告をまとめて他の分科会および市民の方々の意見をお聞きしたう

えで、その後いくつかの重複した項目などについて分科会相互の調整・検討の機会を持ちつつ、

テーマ別グループを基本にまとめたものです。 
市民活動・交流分科会のテーマは、市民活動・地域活動にとどまらず、防犯対策や国際交流、

産業・観光振興まで多岐にわたっているため、グループを構成するためのテーマ区分が難しい面

があり、グループ相互の重複もある程度残っていますが、グループとしての提言の一貫性・整合

性等を重視した結果でもあります。 
今後、第 2期基本計画の検討に本提言が十分に尊重されることを希望します。 
 

平成 19年 9月 
第２期基本計画策定浦安市民会議 市民活動・交流分科会 
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■市民活動・交流分科会の検討経緯について 

日程 概要 

第１回 
平成18年 

9月23日(土) 

・分科会の進め方と市民会議提言書のイメージについて 
・分科会のテーマと取り組みの課題の整理 
 

第２回 10月28日(土) 

・第１回での意見をもとに、検討を深めるべきテーマについて検

討・整理 
・分科会における今後の進め方の整理 

第３回 11月25日(土) 

・市からの解説・情報提供「市民活動・ボランティア・NPO活動、
市民交流(国際交流を除く)」について 

・上記のテーマについての話し合い 

第４回 12月17日(日) 

・市からの解説・情報提供「観光振興・産業振興」について 
・上記のテーマについての話し合い 
 

第５回 
平成19年 

1月27日(土) 

・市からの解説・情報提供「国際交流、防犯活動」について 
・上記のテーマについての話し合い 
・テーマ別グループの設置について検討(３グループの設置を決定) 

第６回 2月24日(土) 

・テーマ別グループで、中間報告に向けた話し合い 
 
 

第７回 3月17日(土) 

・テーマ別グループで、中間報告に向けた話し合い 
 
 

第８回 4月14日(土) 

・中間報告のとりまとめ 
 
 

 5月12日(土) 【中間報告会】 

第9回 5月26日(土) 

・最終提言の構成について分科会全体で話し合い 
・これまでの３グループに加えて「多様な市民交流の促進」グル

ープを設置し、計４グループで最終提言に向けた話し合い 

第10回 6月23日(土) 

・最終提言の「検討のたたき台」をもとに、テーマ別の４グルー

プで最終報告に向けた話し合い 
 

第11回 7月21日(土) 

・テーマ別の４グループで最終報告に向けた話し合い 
 
 

第12回 8月25日(土) 

・最終報告の確認 
 
 

 9月29日(土) 【最終報告会】 
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■市民活動・交流分科会の検討テーマと提言のあらまし 

～「交流」をキーワードに４つのテーマに分けて検討～ 
 
市民活動・交流分科会は、身近なコミュニティの活動から市民と行政協働の取り組み、さらに

は都市としての基盤である産業・観光政策まで、検討課題は多岐にわたっています。 

当初は「市民活動」「地域活動」「産業・観光振興」の３グループで議論を行っていましたが、

中間報告後に、これらのテーマを「交流」の視点から横断的に結び活動自体のあり方を掘り下げ

るグループの必要性が指摘されました。横断的テーマであるが故に、他のテーマと重複する部分

も出てきますが、本分科会では、グループごとに議論を掘り下げることを重視し、新たに「多様

な市民交流の促進」をテーマの柱立てとして追加し、計４グループで検討を進めました。 
 

グループ別の検討テーマ 具体的検討テーマ 
１.市民活動の促進 

 
○「市民活動」及び「市民活動と行政との協働」の意義 
○市民活動への意識啓発と活動のきっかけづくり 
○市民活動の促進支援 
○市民活動と市の協働の推進 

２.地域活動の促進 
 

○地域活動の促進(自治会活動を中心とした地域活動の促進) 
○防犯活動の促進(地域の課題としての防犯対策等) 
 
 

３.多様な市民交流の促進 
 

○多様な市民交流の促進(世代間、地域間等市民間の交流促進)

○国際交流の推進 
 
 

４.産業の振興 
 

○産業の振興 
○観光の振興 
 
 

 
 
以上の経過にも示されるように、各テーマを通じて重要なのは、市民自身の活動の活発化や様々

な主体との協働など、いわば市民力の向上であり、そのための基本課題は、自らの地域の発見、

情報の発信と共有、活動上の連携など、様々な場面での市民相互の「交流」、さらには市民と多様

な主体との「交流」にあることが明らかになりました。 
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～各テーマの提言のあらまし～ 
 
以下、市民活動・交流分科会では「交流」をキーワードに次の提言をしています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 

１．市民活動の促進 

・中間支援組織としての市民活動センターをより一層充実させ、公共サービスの新しい担

い手となりうる「「市民」及び市民団体」を生み出し、育てる。 

・「市民参加」をもう一歩進め、一緒に事業をすることでお互いの強みを引き出し、相乗効

果を生みだせるような「市民と行政の協働」を生み出す。 

 

２．地域活動の促進 

・「地域の連携で安心して安全に暮らせるまち」を目標とし、自治会をはじめとする地域の

様々な団体の連携・交流により地域の課題解決・活性化を図り、また地域住民相互の親

睦を深めていく。 

３．多様な市民交流の促進 

・「ひとりひとりの市民がいきいきと暮らせる地域力があふれたまち」を目標とし、多様な

市民間交流を目指し、地域や世代、人種等を超えた交流の「仕組み」「場」「きっかけ」

づくりを推進する。 

 
 

４．産業の振興 

 
・産業振興：「産業と生活のバランスがとれた都市」を目標に、浦安市内における既存

産業への理解と連携、企業誘致による新産業の創出、内発型の起業支援等を進める。 

・観光振興：「市民自身も楽しめる観光」を目標とし、まずは市民自身が地元をよく知

ること、浦安らしさを意識することを心がけ、３重点エリア（ＴＤＲ、元町、水辺）

を活かした魅力づくり等を推進する。 
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■市民活動・交流分科会提言の構成 

テーマ  基本的考え方・目標等  小テーマ 取り組みの基本的方向 

(1)市民活

動・協働

の意義 

①「市民活動」及び「市民活動と行政の協働」

の促進を考える背景 

②「市民活動」及び「市民活動と行政の協働」

の意義 

 
 
 
 
 
(2)市民活

動への意

識啓発と

活動のき

っかけづ

くり 

①きめ細かい市民活動情報の提供 

②市民活動へ参加するきっかけとなる場や

機会の提供 

③市民社会の担い手を創造する市民活動の

人材育成 

 
 
 

(3)市民活

動の促進

支援 

①多様な市民人材を市民活動団体とマッチ

ングさせる仕組みづくり 

②市民活動補助制度の拡充 

③中間支援組織の機能充実 

④市民活動拠点の拡充 

１.市民活

動の促進 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 (10年後の目標像) 
・10年後の先を見据え、浦安
の自治を進める市民活動と
市との協働の仕組みができ
あがり、公共の担い手とし
て市民活動が活発に進めら
れている地域社会 

 (4)市民活
動と市と

の協働の

推進 

 

①「協働のガイドライン」の作成 

②「行政業務の仕分け」と「協働の可能性検

討」等のプロセス導入 

③協働事業提案の仕組みづくり 

④市民活動の促進、市民活動との協働に向け

た庁内横断的な体制づくり 

 
 
(1)地域活

動の促進 

①地域活動としての自治会活動の活発化 

②地域活動における市との協働関係の強化 

③地域活動活性化のための拠点の形成 

２.地域活

動の促進 

 

 

 

 
 
 
 
 

 
・地域の連携で安心して安全
に暮らせるまち 

 
 
 
(2)防犯活

動の促進 

 

①地域防犯活動の推進 

②犯罪が起こりにくい地域コミュニティづ

くり 

③防犯まちづくりの推進 

 
 
(1)多様な

市民交流

の促進  

①世代を超えた多様な市民交流の促進 

②地域間・市民間交流の促進 

③多様な市民交流を促進するための拠点の

創出 

３.多様な

市民交流

の促進 

 
 
 
 
 

 
・ひとりひとりの市民がいき
きと暮らせる地域力があふ
れるまち 
 

 (2)国際交
流の推進 

 

①広がりのある都市間交流の推進 

②国際センターの機能の充実 

 

 
 
(1)産業の

振興 

    

①企業誘致による新産業の推進 

②内発型の産業開発の推進と支援 

③商業振興の推進 

④交通網の充実 

⑤既存産業との交流促進 

４.産業の

振興 

 

 

 
 
 
 

 
・産業振興：産業と生活のバ
ランスのとれた都市 

 
・観光振興：市民自身も楽し
める観光 

 
 
(2)観光の

振興   

 

①浦安型観光の基盤づくり 

②観光重点エリア 

1)ＴＤＲの存在を生かす 

2)元町の魅力づくり 

3)水辺の魅力づくり 
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１.市民活動の促進 
 

■ 基本的な考え方・目標 
 

 

 

 

の目標像に向けて、 

・中間支援組織としての市民活動センターをより一層充実させ、公共サービスの新しい担

い手となる「市民」及び「市民団体」を生み出し、育てる。 
・「市民参加」をもう一歩進め、一緒に事業をすることでお互いの強みを引き出し、相乗

効果を生みだせるような「市民と行政の協働」を生み出す。 
 

（１） 市民活動及び協働の意義■■■■■■■■■■■■■■ 

 
① 「市民活動」及び「市民活動と行政との協働」の促進を考える背景 

●新たな公共サービスの担い手 

 今後の少子高齢化により、高齢者の介護支援や子育て世帯の育児支援など、市民の求め

る公共サービスは高度化・多様化し、特に、本来行政が行うべきサービスとは捉えられな

い付加価値への要望が増加していくと考えられる。 

 多様化する付加価値を求める市民ニーズには、市民活動や市民活動と行政との協働で対

応していく必要がある。 

 

●自己実現の機会を求める市民活動の潜在的な担い手の増加 

 今後の団塊の世代の退職に伴い、豊かな人生を送るために自由な時間を生かして自己実

現の機会を求める市民が、ますます増加してくることが予想される。 

 こうした多様な社会的経験や知識・技術を持った市民が地域に戻る機会を市民活動の潜

在的な担い手の増加と捉え、様々な市民活動に積極的に生かしていくことが重要である。 

 

●公共サービスの領域の見直し 

 現在、市の財政は豊かなため、市民の要求に市が対応できることは幅広く、それが市民

の公共サービスへの満足度の高さにつながっている。 

 一方、現状では、本来、市民活動で担うべき領域にまで行政サービスが及んでおり、そ

の結果、市民が自ら活動する意識が芽生えず、市民活動が活発化しない要因のひとつとな

っているとも言える。 

 しかし、１０年後、２０年後、従来の豊かな財政の歳入が期待できない時代になった時、

これまでのように、市が市民の多様な公共サービスへのニーズ拡大に応えて公共サービス

【10年後の目標像】 
１０年後の先を見据え、浦安の自治を進める市民活動と市との協働の仕組みができあが

り、公共の担い手として市民活動が活発に進められている地域社会 



市-7 

を展開することができなくなることが予想される。 

 将来に渡って、市民の公共サービスへの満足度を維持していくためには、市は本来行う

べき基礎的な公共サービスに集中して業務を高度化させ、公共サービスの新たな担い手と

なる市民活動の育成、市民と行政との協働による公共サービスの仕組みつくりを図り、多

様化・拡大する市民の公共サービスニーズに対応していく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

② 「市民活動」及び「市民活動と行政との協働」の意義 

 
 

 

 市民活動は、本来、「行政では直接関わることが難しい社会的問題の課題解決に向けて、

市民自らが活動すること」に意義がある。 

 このため、まず、行政が本来的に取り組む必要のある業務と裁量的に実施している業務を

整理して、市民活動と行政との役割分担を明確にすることが大切である。 

 
 

 市民として市民活動に参加することで、「楽しい、充実感が得られる」という人を多くつく

ることが市民活動の意義のひとつである。そして、市民活動を通して、若者から高齢者まで

幅広く、自己実現への達成感が得られるようになることが重要である。 

 また、市民が地域運営や行政運営に直接関わる機会が市民活動であり、市民が個人的に直

面している問題やその解決のあり方を地域社会に広めていく機会でもある。 

 

 

 

 「協働」とは、一般的に『異なるセクターが、共有された目的を実現するために、互いの

力を生かして相乗効果を得るための手段』と定義される。 

 「市民活動と行政との協働」とは、市民活動と行政が、本来的にそれぞれの責任・役割を

しっかりと果たすことを前提として、両者が共に取り組むことで、お互いの力を補完しあい、

相乗効果を得ることである。 

 

 

 市民活動は、市民の目線で行政業務の進め方を変えていく働きかけでもある。 

 市民活動と行政との協働を進めることは、市民活動の促進と共に、行政業務の進め方を市

民の目線で変えていくことを促進する役割がある。 

◆市民活動は、「行政ができない領域」、「行政が本来担わなくてもよい領域」の課題解決

に向けた市民自らの活動 

◆市民の生きがい・充実感の達成に寄与することが市民活動の基礎 

◆「協働」は、市民又は行政がそれぞれ単独で行うよりも、「市民と行政が協力して行動

することで相乗効果の得られる」取り組み 

◆「協働」は、市民活動を促進し、かつ、行政業務の進め方を変えていく取り組み 

民間事業 

基礎的公共サービス 
公益性 

小 

大 

小 大 必需性 
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「市民参加」と「協働」 

(市民参加推進条例の定義） 

 

市民の自発的・主体的な活動 

 
 ◆生涯学習（サークル）活動 
→主に個人やグループの研鑽のため行う

共益的な活動 
※個々のサークル活動を発展させ、市民の文化
意識向上や健康増進、体力向上などの普及・
促進に寄与するような公益性のある活動を
行う場合は、市民活動といえる 

☆交流活動 

→様々な市民

の自発的・主

体的な活動

のきっかけ

となる、人と

人とのコミ

ュニケーシ

ョンを通し

たお互いを

知り合う機

会 

 

 

・交流の範囲の

広がり→近

隣交流、地域

交流、都市間

交流、国際交

流… 

・交流の活動 

テーマ→文

化・芸術活動

… ◆協働 

→市民と市が、共通
の目的の実現を目
指して、それぞれ
の役割・責任を自
覚して、対等な立
場で協力しあい、
相互に補完し合う
こと。 

○行政への市民

参加 

→市民が行政業務
について意見・提
案することによ
り、市政に市民意
志が反映される
こと 

○まちづくり活

動 
→市民が自発的に
住みよいまちづ
くりに向けてボ
ランティア活
動・ＮＰＯ活動、
その他公益的活
動を行うこと 

◆市民活動 

→よりよい社会をつくるための、市民の

自発的・主体的な活動の総称で、以下

の特徴を持つもの 

(1)自主性・自立性に基づく活動、(2)市民

の生活の向上や改善に結びつき、社会に貢

献する活動、(3)継続的な活動、(4)営利を

目的としない活動、(5)市民に対し常に活動

内容が開かれた活動 

○ボランティアとＮＰＯ 
・「市民が主体となって継続的、自発的に社会
貢献活動を行う、営利を目的としない活動」
という点では共通 

・「ボランティア」は個人でも行えるのに対し、
「ＮＰＯ」は組織や団体で活動する（目的
達成のために運営のルールを持ち、目的達
成に向け組織的、継続的に活動を行う） 

・ＮＰＯはボランティア活動から発展するも
のが少なくない。 

☆
地
域
活
動 
 

↓
特
定
の
地
域
に
お
け
る
市
民
活
動
や
サ
ー
ク
ル
活
動 

【参考】「市民活動」及び「市民活動と行政との協働」の定義 

 本提言書では、「市民活動」及び「市民活動と行政との協働」を、次のように定義する。 

●市民活動 

 より良い社会をつくるための、市民の自発的・主体的な活動の総称で、次のような特徴を持つもの。 

（１）自主性・自立性に基づく活動 

（２）市民の生活の向上や改善に結びつき、社会に貢献する活動 

（３）継続的な活動 

（４）営利を目的としない活動 

（５）市民に対し常に活動内容が開かれた活動 

●市民活動と行政との協働 

 市民と市が、共通の目的の実現を目指して、それぞれの役割・責任を自覚して対等な立場で協力し

合い、相互に補完し合う活動であり、市民活動と市が次のような基本原則に基づき協力し合うもの。 

（１）対等の原則 

（２）相互理解の原則 

（３）目的共有の原則 

（４）自主性尊重の原則 

（５）自立性尊重の原則 

（６）公開の原則 
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（２） 市民活動への意識啓発と活動のきっかけづくり■■■■■■ 

【現況と課題】 

●市民活動への市民の意識啓発 

 浦安市では、多くの市民が新しい開発地に新住民として居住し、地域社会の歴史が浅いこ

とから、市民同士の交流・対話が不足し、地域社会としてまだ成熟していない。 

 このため、公共的関心を持ち、自己責任をもって社会に参画する役割を自覚し、自ら活動

する市民がまだまだ少ないのが現状である。 

 市民活動に関する様々な情報提供とともに、市民同士の様々な交流・対話を進めるなかで、

市民の市民活動への意識を醸成していく必要がある。 

 また、市民活動への意識づくりには、子どもの頃から社会への奉仕の心を育む教育を義務

教育の中に組み込むといった対応が重要である。 

 

●市民が気軽に市民活動に取り組むきっかけの拡充 

 団塊世代など地域貢献を指向する潜在的な人材は多数いるが、これまで地域に関わりなく

生活してきたため、市民活動への入り方がわからず、活動のきっかけがつかめない人が多い。 

 初めて市民活動に参加したいという市民が、気軽に市民活動に足を踏み入れ、市民活動が

できるよう、市民活動に一歩踏み出すことを後押しするきっかけを拡げていくことが重要で

ある。 

 

●市民への情報提供の仕組みの改善・充実 

 市内では、既に様々な市民活動が行われているが、こうした市民活動団体の情報提供や情

報入手方法の周知がまだ不足しており、活動情報が広く市民に行き渡っていない。 

 市民活動等への参加の機運を高めていくには、情報提供の媒体等を工夫する必要がある。 

 

●市民活動に関する相談体制の拡充 

 市民の市民活動に関する相談を受け、活動をしようとする市民のニーズや技術に応じて、

それに適した活動団体を紹介するような相談体制はあるが、周知が不十分である。  

人材と各種の市民活動団体の人材要望をマッチングする新たな仕組みづくりが必要であ

る。また、市民活動の普及・啓発、情報提供には、市民活動団体が積極的に市民に出向いて

いく姿勢と取り組みが必要である。 

 

●市民活動のリーダー人材の育成 

 現状では、市民活動団体で活動している人は限られており、市民活動を進めるノウハウ、

あるいは市民活動団体の運営ノウハウを持った活動リーダーとなる人材を育成し、増やして

いくことが重要である。 

 これまで社会で働いてきた市民は、多様な技術・知識を持つが、市民活動でこうした経験

を活かしていくには、市民活動の特徴を理解し、自らのノウハウを活かす学習が必要である。 
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【取り組みの基本的方向】 

① きめ細かい市民活動情報の提供 

 積極的に情報入手に出向けない市民、そこまで意識がない市民に向けて、市民が日常的に

市民活動情報を目にする機会を増やすとともに、情報紙等のアナログ媒体とインターネット

等のＩＴ媒体との両輪で、多様な市民の状況に応じたきめ細かな情報提供を行っていく。 

 【具体的な取り組みの提案】 

●市民活動の手引き（ガイドブック）の作成 

 市内の様々な市民活動団体の活動内容や、市民活動への参加方法をまとめたガイドブッ

クを市民活動団体が協力して作成する。 

●市の広報紙発行と連携した市民活動情報紙の提供 

 多くの市民が目にする市の「広報うらやす」、及び「公民館だより」や「防犯かわら版」

を活用し、例えば、 

・「広報うらやす」等で市民活動の情報を掲載する。 

・市民活動情報を入手する方法を継続的に「広報うらやす」等に掲載する。 

・市民活動団体が協力して情報紙を作成し、「広報うらやす」等と一緒に新聞折り込みな

どで発行する等の、市の広報紙発行と連携した市民活動情報紙の提供方法を検討する。 

●インターネット等による情報提供手法の改善・充実 

 市のホームページや市民活動センター、ボランティアセンターのホームページにおける

各種市民活動団体の情報コーナーを充実するとともに、検索や相互のリンクをわかりやす

くし、情報を一元的に入手できるように改善・充実する。 

 また、ＣＡＴＶやＦＭ浦安の行政情報コーナー、携帯端末を活用した市民活動情報の提

供方法を検討する。 

●市民活動団体情報を一括して提供する場の充実 

 自治会掲示板など地域内の掲示板に各団体の情報紙を掲示したり、自治会集会所・老人

クラブ会館などに各団体の情報紙を一括するレターラックを置くなど、地域の身近な場所

で各種の市民活動団体情報を一括して提供する場所を増やしていく。 

 

②市民活動へ参加するきっかけとなる場や機会の充実 

 市民活動センターやボランティアセンター、公民館等における市民活動に関する講座や活

動を体験できるイベントを充実する。 

【具体的な取り組みの提案】 

●出前講座・市民活動団体紹介フェアーの開催 

 各種の市民活動団体が協働して、各地での出前講座の開催や市民活動団体のＰＲと人材

勧誘の機会を積極的に設けるなど、市民活動団体の活動内容の積極的なアピール、人材勧

誘の機会を充実する。 

●大学と連携した市民活動講座の開催 

 市内や近郊の大学の専門領域を生かして、大学と市民活動団体の協働による学内・学外

における講座やイベントを進める。 
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③市民社会の担い手を創造する市民活動の人材育成 

 団塊世代など定年を迎えたシニアや子育てを終えた主婦など、元気で社会貢献意欲のある

市民の豊富な経験、知識、技術を市民活動に有効に生かすため、市民活動に必要な教育・研

修を行ったのち、各種の市民活動団体等に橋渡しをする、市民活動人材の育成と活用の仕組

みをつくる。 

 また、市内及び近郊の大学との連携を一層強化し、大学施設を活用した市民と大学の教職

員・学生との交流による市民活動のリーダー育成、市民活動団体における学生のボランティ

ア活動機会の充実など、市内の大学と市民活動との協力関係を一層充実し、市民活動の人材

育成の仕組みを強化していく。 

 こうした、市民活動やボランティア活動にリーダーシップを発揮できる人材育成とともに、

他人や社会への奉仕の心の醸成と将来の市民活動人材となる予備軍を育成するため、奉仕の

心を育む教育を義務教育の中に組み込む。 

【具体的な取り組みの提案】 

●コミュニティカレッジ（市民活動人材育成大学）の設立 

 市民が講師となり、社会貢献意欲のある市民の豊富な経験、知識、技術を有効に生かして、

環境、高齢者等の介護・医療、・子育て支援、市民活動支援、コミュニティビジネス、生涯

学習等の多様な分野で市民活動のリーダー、コーディネーターを実践的に育成する総合的な

教育研修機関を設置する。 

 また、カレッジ卒業生を市民活動のリーダー候補として認定し、各種の市民活動団体など

に橋渡しする仕組みをつくる。 

●市内・近郊の大学と市民活動団体及び市の連携体制づくり 

 現在、市と連絡協議会を設置して各種の協力関係を構築している明海大学との連携に加

え、市内の了徳寺大学や順天堂短大のほか、近郊の大学との連携を以下の視点で強化する仕

組みづくりを進める。 

・各大学の専門分野や大学施設を活用した、市民を対象とした講座や研修機会の創出。 

・市内の市民活動団体との連携による、多様な市民活動を進めていくための市民の専門知識

の習得機会（講座やイベント等）の創出。 

・学生の教育の一環として、市民活動団体や市との協力による、地域を活用した実践教育の

場づくり（学生ボランティア、社会研修の場として、地域活動や市民活動における受入れ

体制づくり）。 

●義務教育等における市民活動教育の実施 

 小・中学校の義務教育過程において、地域活動団体や市民活動団体、民間企業の協力によ

り、地域に開かれた教育の一貫として、奉仕の精神を学ぶ実践的な授業のプログラムや、こ

うした奉仕活動の実践の場となる、例えば地域の公共・公益施設や民間企業等の受け手側の

体制をつくり、継続的に実施する。 
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（３） 市民活動の促進支援■■■■■■■■■■■■■■■■ 

【現況と課題】 

●市民活動人材と市民活動団体との多様なマッチング 

 現状では、市民活動団体で活動している人は限られており、また、既に活動している市民

活動団体では、人材の高齢化・固定化が進み、例えばＩＴ等の新たな技術に不慣れな人たち

も多い。 

 これまで社会で働いてきた多様な技術・知識を持つ人材と各種の市民活動団体の人材要望

とのマッチング、学生など若いボランティア人材の市民活動への積極的な活用、各市民活動

団体の特徴を活かして互いに補い合う協力関係づくりなど、市民活動人材と市民活動団体と

の多様なマッチングが必要になっている。 

 一方、多様化・高度化する市民ニーズに市民活動が対応していくためには、異分野の専門

的ノウハウを持つ市民活動団体相互をつなぎ、新しい課題解決のノウハウづくりや協働事業

提案が可能な体制づくりを進めていくことも重要である。 

 

●市民活動の自立を促す資金的支援 

 市民活動団体の発足時には、活動資金や団体の運営ノウハウ等が不足する状況もあり、こ

うした市民活動団体の発足を支援していく必要がある。 

 一方、市民活動は行政との距離を保ちながら、自立した活動を進めることが原則であり、

市民活動団体が市からの補助金をあてにするようなことになっては、市民活動が自立してい

かないという考え方もある。 

「市民活動補助金」制度は、市民活動団体の自立促進を目的とし、市民活動団体が応募する

ことによって活動のステップアップを図る機会ともなっているが、こうした制度趣旨への理

解が深まっておらず、応募が少ない状況にある。 

 また、市民活動補助金制度は、市民の寄付額と同額を市も支出していく「マッチングギフ

ト方式」がとられているが、ＰＲ不足や市民活動を支える市民意識が未成熟であることから、

基金への寄附がまだまだ進んでいない。 

 一方、コミュニティビジネスや地域通貨、民間企業との連携など、市民活動団体が自立し

た活動を進めていく資金面での自立的運営ノウハウの習得を支援する仕組みづくりも必要

になっている。 

 市民活動の自立性を促しながら、市民活動団体の発足や活動促進を資金的に支援する仕組

みのあり方を検討していく必要がある。 

 

●市民活動団体の活動を支援する中間支援組織の機能充実～市民活動センター・ボランティア

センターの機能充実～ 

 こうした市民活動団体の活動促進を支援する組織が「中間支援組織（注）」である。 

 現在、浦安市内で、「中間支援組織」としての役割を担っている団体として、「浦安市市民

活動センター」と「浦安市ボランティアセンター」があるが、中間支援組織として、次のよ

うな課題が指摘される。 
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【浦安市市民活動センター】 
 市民活動センターは、設立時に、ＮＰＯが行政から委託を受ける運営形態では、行政と運営するＮＰＯ
法人間に上下関係ができる懸念、運営を担うＮＰＯ設立が困難な状況があったため、現在、市の職員と各
種の市民活動団体メンバーによる運営委員会及びボランティアスタッフと職員との協働による運営方式を
とっている。 
 しかし、現在の運営形態では、市民活動を理解し市民活動団体の支援ノウハウを持つ専従スタッフがい
ないことが大きな課題である。 
 このため、現在の市民活動センターは本来、中間支援組織が担う、市民活動の相談機能や市民活動団体
相互のネットワーク及びコーディネート機能、新たな価値創造機能がまだ未整備な状況にある。 
 中間支援組織として市民活動センターの機能を強化するための新たな運営形態を検討していく必要があ
る。 

【浦安市ボランティアセンター】 
 現在、社会福祉協議会が運営するボランティアセンターは、登録団体を福祉関連団体に特化しているた
め、多様なボランティア活動ニーズを受止める機能が弱い。 
 また、ボランティアセンターに登録している多様な技術があるボランティア人材を、市民活動団体へ派
遣するような相談・コーディネート機能が不十分であり、そうした機能をどのよう高めていくかを検討し
ていく必要がある。 

 

●市民活動と地域活動等との連携の検討 

 今後の自治会等の地域活動には、様々な専門的な知識を要する活動ニーズが増加し、地域

住民だけの活動では人材が不足することが予想される。また、地域活動の中から市民活動の

芽が生まれることもある。地域活動とＮＰＯやボランティア活動との協力が必要となる。 

注：中間支援組織とは 

●中間支援組織の定義 

・「中間支援組織」とは、アメリカのＮＰＯ間で言われる「インターミディアリー

（intermediary）」を日本語に訳した言葉。内閣府が平成14年2月に行った『中間支援組

織の現状と課題に関する調査』では「多元的社会における共生と協働という目標に向かっ

て、地域社会とＮＰＯの変化やニーズを把握し、人材、資金、情報などの資源提供者とＮ

ＰＯの仲立ちをする、また、広義の意味では各種サービスの需要と供給をコーディネート

する組織」と定義され、分かりやすい説明として「ＮＰＯを支援するＮＰＯ」と言われる

こともある。 

・「資源提供者」については、「ＮＰＯの活動に必要な資源を提供する『会員』、『寄付者』や

労力を提供するボランティアスタッフなどが該当する」としている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資源獲得活動 

資源提供者 

 
政府・企業・個人 
 

サービス 

供給活動 

 

ＮＰＯ 
受益者 

 
サービス需要者 

中間支援組織 

・資源仲介 
・人材育成 
・ネットワーク／コーディネート 
・社会基盤の整備 
・評価 
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【取り組みの基本的方向】 

① 多様な人材を市民活動団体とマッチングさせる仕組みづくり 

 市民活動センターやボランティアセンターの機能拡充等により、市民活動に必要な教育・

訓練を行った、豊富な経験、知識、技術を持つ人材を各種の市民活動団体等の活動の実践の

場に橋渡しをする仕組みをつくる。 

【具体的な取り組みの提案】 

●人材バンク制度の創設 

 コミュニティカレッジ等で市民活動に必要な教育・訓練を経験した多様な技術・経験を持

つ市民が、ＮＰＯ・ボランティア活動への登録を行い、登録された人材をＮＰＯやボランテ

ィア活動団体のニーズを基に、適切な団体へ派遣をコーディネートする仕組みを創設する。 

 こうした人材登録・派遣の担い手になるように、市民活動センターやボランティアセンタ

ーの機能拡充と連携を図っていく。 

 

 

② 市民活動補助制度の拡充 

 例えば、市川市では市民税の１％を市民活動団体の支援にあてることを表明し、寄附する

市民が自ら支援する市民活動団体を指定できるような仕組みとすることで、市民や民間企業

の市民活動への支援意識を高める「１％支援制度」を設けている。 

 市民の寄付額と同額を市も支出していく「マッチングギフト方式」による「市民活動基金」

を活用した、現在の浦安市の「市民活動補助金」制度について、より一層、市民や民間企業

の市民活動への支援意識を高め、市民活動団体の効果的に活用されるよう、改善していく。 

 

 

③ 中間支援組織の機能充実 

 市民活動センターやボランティアセンターの中間支援組織としての機能を拡充し、ＮＰＯ

やボランティア活動団体の設立、及び市民活動団体の自立した活動を支援する仕組みや体制

を強化する。 

 特に、ＮＰＯやボランティア活動団体の設立に関する相談、個々の市民活動団体だけでは

対応できない課題に対する市民活動団体相互の連携のコーディネートなど、市民活動に関す

る相談・コーディネート体制を強化していく。 

 

【具体的な取り組みの提案】 

●市民活動センターの体制・機能の強化 

 専門技術を持った専従スタッフの強化を図るとともに、市との対等な立場を維持でき、

浦安市の市民活動を支援するにふさわしい組織形態としてＮＰＯ法人化して、市民活動

センターの中間支援組織として体制を確立していく。 

 また、専門技術を持った専従コーディネーターを配置することによって、次のような

市民活動の相談機能や市民活動団体相互のネットワーク、コーディネート、新たな価値
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創造の機能等を拡充する。 

・様々な市民の市民活動への相談 

・多様な人材を市民活動とのマッチング 

・市民活動団体相互のネットワーク、コーディネート 

・地域活動やサークル活動への支援 

・市民活動団体が協力して、協働事業提案や政策提言を行えるような仕組み・体制づく

り。 

・運営事業の成果についての評価 

・大学や企業資源（資金、人的支援、物や場の提供等）の発掘と市民活動団体への情報

提供とマッチング 

 市民活動を広げていくために、市民活動センターだけではなく、公民館などを活用して

市民活動のリーダーが出前講座を開催したり、公民館に一部センター機能をもたせるなど

の、公民館活動との連携の仕組みをつくっていく。 

 

 

④ 市民活動拠点の拡充 

市民活動や地域活動の拠点として、公民館や自治会会館及び各自治会集会所、老人クラブ

会館などの公共施設が、様々な市民活動や地域活動に有効に利用できるよう、各施設の管理・

運営体制の見直しを検討する。 

 

（４） 市民活動と市との協働の推進■■■■■■■■■■■■■ 

【現況と課題】 

●市民活動と市との「協働」のルールの確立 

 市民活動と市との協働は、それぞれの役割を明確にするなかで、互いの強みを発揮し、相互

に弱みを補完し合う取り組みであるが、浦安市の市民活動は、まだまだ協働の領域にまで及ん

でいない。これは、現在、市の財政が豊かなために、本来、市民活動で担うべき領域にまで、

あたりまえのように市が対応しており、市が市民活動との協働や市民活動に公共サービス実施

を委ねる必要性を認識しておらず、その結果、市民が自ら課題解決する意識が芽生えず、市民

活動が活発化していないことが大きな要因であると言える。 

 市民活動と市との協働を進めていくには、１０年後、２０年後の浦安市の社会経済情勢を見

据え、多様化・高度化する市民ニーズに対応した自治体経営を継続していくため、本来、市が

担うべき役割は何か、市民が担うべき役割は何かを明確にし、その上で、市民活動と市との協

働の必要性を改めて検討し、協働の進め方についてのルールづくりを進めていく必要がある。 

 

●市民活動と市との協働で担うべき公共サービスの領域の把握 

 市民活動と市との協働で担うべき公共サービスのあり方を検討していくには、本来、行政が

担うべき公共サービス領域、公共サービスにおける行政と市民活動の強みや弱み、相互の強み
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を活かし弱みを補完し合う方向など、市民活動と市の協働についての市職員及び市民活動団体

相互のニーズを把握・整理する必要がある。 

 また、今後、少子高齢化が急速に進むと予想されるなかで、多様な子育て支援ニーズ、介護

支援ニーズが増えることが予想されるが、どのような公共サービスニーズが協働での取り組み

に必要となるか、相互に具体的な事例を出し合いながら検討していく必要がある。 

 

●協働による検討の場づくり 

 こうした、今後の市民活動と市との協働のあり方や進め方を検討する、市民活動団体等と市

との協働の場づくりが必要である。 

 

●市民活動と市との協働に向けた多様な取り組みの推進 

 市民活動と市との協働に至る経緯や協働の手法には様々な形が考えられる。 

 これまでの浦安市における協働の取り組みをみると、 

・講座や勉強会、イベントの実施／防犯・防災、環境保全、ゴミ減量化活動の実施／行政情報

紙等の編集・発行／公共施設等の管理・運営／行政が行う公共サービスへの助言・指導 

といった事例が多い。 

 これらを踏まえると、協働への取り組みの経緯となる視点として、次のようなことが挙げら

れる。 

ア．本来は市民がやらなければならない、あるいは市民ができるが、現在は市がやっている

公共サービスを市民活動に委ねる 

イ．市の公共サービスの方法などについて、市民が関与することで市民の目線で市民ニーズ

に合致する方向に変える 

ウ．市民が行う取り組みに市が公共的な信用力付与等で支援する 

 市民活動と市との協働への展開には、上記のアやイの視点から、市が行っている事務事業を

全般的に検証して市民活動との協働に展開していく方向、上記ウの視点から、行政ができない

ような公共サービスについて市民が独自にやることを行政が支援する方向が当面想定され、こ

れらを進めていく仕組みづくりが必要である。 

 

●市職員の市民活動への意識改革と市民活動・協働への市の支援体制の強化 

 市においても、職員の市民活動の果たす役割への理解が浸透しておらず、市民活動との協働

への意識がまだまだ希薄である。 

 また、市民活動の現状を踏まえると、市民活動促進の基礎となる市民活動に参加するきっか

けづくりや市民活動のパワーアップに市が積極的な役割を果たす必要がある。 

 さらに、「市民参加推進条例」や「基本構想」では、「市民と市が協働するまちづくり」とい

う理念は打ち出されているが、例えば、生涯学習と市民活動との所管部署が分かれているなど

市民活動への支援や協働の体制が未整備である。 

 市民活動の促進、市民活動との協働に向けた庁内横断的な体制づくりが必要である。 
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【取り組みの基本的方向】 

① 「協働のガイドライン」の作成 

 平成１４年３月に定められた「浦安市市民活動促進指針」では、市の市民活動支援の基本的な

姿を協働と捉え、協働を進めて行くには「①対等の基本ルール」、「②相互理解の基本ルール」、「③

目的共有の基本ルール」、「④自主性尊重の基本ルール」、「⑤自立性尊重の基本ルール」、「⑥公開

の基本ルール」が必要と謳われている。 

 こうした基本ルールを具体的に明確化し、どのように市民活動と市が協働に向けて役割を果た

し行動していくべきか、「協働のガイドライン」を市民活動団体と市の協働で作成する。 

【具体的な取り組みの提案】 

●協働のガイドライン 

 市は、実施している各事業を洗い直し、将来を見据えて、行政自らが行う事業、市民との協働

で行う事業、市民等に委ねていく事業を整理し、どのような事業が協働として取り組んでいく可

能性があるのか検討・整理する。 

 市民活動団体は、協働に向けて、自らの活動内容や行政が持っていない技術等を整理する。ま

た、団体同士が協力することで受け皿となれるような体制も自ら検討する。 

 こうした相互の情報を交流するなかで、浦安市における市民活動と行政との協働のあり方、進

め方のルール、協働事業を創出していく仕組みづくり等を明確にしていく。 

 

 

② 「行政業務の仕分け」と「協働の可能性検討」等のプロセス導入 

 事務事業評価のプロセスにおいて、「行政関与のあり方に関する最終報告 平成１８年１１月

（浦安市行政改革推進委員会）」で提言されている事務事業の仕分けを組み込み、本来、行政が担

うべき業務を仕分けする。 

 この事務事業の仕分け作業においては、「自助・共助等の推進に視点」からのチェック作業が組

み込まれており、この中で、市民活動で担うべき事業、市民活動との協働で担うべき事業の検討

を義務化する。 

 新規の事務事業についても、市民活動との協働の可能性検討を義務化する。 

 

 

③ 協働事業提案の仕組みづくり 

 「このような項目なら自分たちは協働でできる」、「こうした方法で市と協働でやろう」という

ことを、市民活動団体や民間企業が市に提案し、事業の企画段階から市民活動団体等と市が協働

して取り組みながら、具体的な協働事業を創出し、実行していく「協働事業提案制度」を創設す

る。 

 また、市民活動や市民活動との協働に向けた市職員の意識改革を進めるため、市の事務事業を

仕分けする中で、市民活動に委ねる、あるいは市民活動との協働で進めるべき事業について、市

から市民活動団体等に業務委託や協働事業を呼びかけるモデル事業を積極的に進める仕組みをつ

くる。 
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 さらに、市の事務事業について、市民や市民活動団体、民間企業から効率化や外部化、協働事

業化の提案を受け、事務事業の改善を進める「業務改善提案制度」についても検討する。 

 

 

④ 市民活動の促進、市民活動との協働に向けた庁内横断的な体制づくり 

 市民活動の促進、市民活動との協働の推進に向け、市の総合的な支援体制づくりを進める。 

 具体的には、市民活動や市民活動との協働を司る機能をトップマネージメント部署に設置して

各課との調整など総合的なコーディネートする機能を確立するとともに、各課においても市民か

らの協働提案の受け皿となる窓口機能や各課の横断的な調整を担う人員配置など、各部門が横断

的に市民活動の促進や市民活動との協働に取り組む庁内体制づくりを進める。 

 また、市民活動や市民活動との協働の促進に向けて、各種の市民活動団体と市が継続的に協議

できる場づくりを進める。 

【具体的な取り組みの提案】 

●市の総合的な市民活動支援体制づくり 

・市民活動や市民活動との協働を市の都市経営の仕組みとして司る部署を市長直轄の市長公室に

設け（広聴広報課の機能拡充）、各課に寄せられる市民ニーズを横断的に把握・集約し、各課

との調整の中で、市民活動との連携や市民活動との協働事業の積極的な創造をコーディネート

する。 

・市民活動団体からは、実際に事業を実行する部門とのつながりが重要で、施策を実行する各課

において、市民からの協働提案の受け皿となる窓口機能や各課の横断的な調整を担う専管人員

を配置する。 

・市民活動や市民活動との協働を支援・コーディネートする課（地域ネットワーク課、市民活動

推進課、生涯学習課、等）をひとつの部に統括し、市民活動促進に向けたシンボリックな体制

づくりも検討する。 

●市民活動促進に関する行政の審議会組織の設置 

 市の行政機関である審議会として、（仮称）「市民活動推進委員会」を設置し、協働のガイドラ

インの検討やガイドラインに基づく市民活動への支援や協働事業の評価・改善提言機関とする。 
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２.地域活動の促進 
 

■基本的考え方・目標 

将来像：「地域の連携で安心して安全に暮らせるまち」           

・「安心」「安全」への取り組みは、地域活動の特徴といえる。安心・安全を中心課題として、

地域の様々な団体が連携し、また地域相互の交流により、地域の課題解決や地域住民相互

の親睦を深めていく。 
・そのための基本的な活動として、以下の３点を大事にする。 

1)新旧住民の交流をはかる 

2)自治会活動の魅力をつくる 

3)地域の活動をみんなが知り、認め合う 

 

(１)地域活動の促進 ■■■■■■■■■■■■■■■■ 

【現況と課題】 

【自治会活動の諸課題】 

●自治会活動停滞の問題 

・自治会役員が長期にわたって固定することによる弊害も見られる一方で、地域によっては

役員が1年交替であることも活動停滞の一因となっている。役員は、ある程度継続して活

動することも必要。そのためには、自治会規約の再検討が必要なケースもある。 

・若者をはじめとして自治会に関心のない住民が多い（祭り、ごみ当番くらいしかイメージ

がない）。何をやっているのか、もっと知らせる必要がある。 

・自治会活動のマンネリ化。ただ前例を踏襲するのみという指摘もある。 

 

●自治会加入率向上の課題 

・防災活動など、加入率 5割以下では機能しない。少なくとも 7～8割は必要。 
・自治会加入率の問題は、居住者は必ず加入することになっている自治会もあるが、多くの

場合加入は任意であり、「組織としての自律性と加入の任意性」の間の難しさがある。 
・加入率の向上には、自治会加入のメリットをわかってもらう、自治会自体の魅力を高め（イ

ベントの実施等）入りたくなる工夫をする、人材育成を進めていくなどの自助努力が必要

となる。 

・また、自治会活動の組み立て自体を直さないと、加入率が上がらない側面もある。 

 

●自治会活動の再生の課題 

○住民が自治会活動の現状を知る 

・地域の住民は、自治会の活動がどういうことをしているのか。地域にどのような問題があ
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るのか意外に知らない。現状を知ること、知らせることが大切である。 

○自治会の機能に応じた活動の展開 

・自治会として必要な二つの機能に配慮した活動の展開 

1)地域の問題を話し合う場としての自治会 

2)親睦・趣味の活動の場としての自治会(イベントの実施には、補助金も必要となる) 

○事例を学ぶ 

・自治会の問題点だけでなく、成功事例を学ぶことも大切。 

○防災・防犯をキーにした活動 

・防災用品や防災訓練など、防災活動には市から補助金が出ている。そのことを住民に知っ

てもらうことが必要。粘り強く広報することが大切。 
・自治会を母体とした自主防災組織の活動上の問題として、防災組織として実態のある活動

をしている組織が少数派であることがある。 
・また、防災組織結成について関心の薄い自治会も多い。 

○自治会活動促進のための自治会連合会の機能の充実 

・市内７７自治会の連合組織として自治会連合会がある。 
・月 1回、市も出席して連合会の会合が行われている。この会合を通じて自治会役員と市の
連携は行われており、市から連合会及び各自治会に運営補助金が交付されている。 
・しかし、連合会の機能に、各自治会の問題解決に役立つための機能はない。 
・自治会連合会の機能として、各自治会の課題解決や相談機能、地域間交流を促進する機能

等を充実していく必要がある。 

 

【自治会に対する市の支援の課題】 

●自治会活動に対する市の役割の明確化 

・全般的に、市と自治会の関係の確認（市がどれだけ自治会に関わるか）をする必要がある。

その中で自治会自身に何が出来るかを明らかにしていく必要がある。 

・防災・防犯などに関しては、市と地域活動としての自治会が協力しあうべき活動で、市の

積極的関与が必要となる。 

 

●自治会に対する市の支援の現状と課題 

・浦安市における自治会に対する支援は、他自治体よりも充実している面が多い(自治会集

会所は、市で整備している)。 

 

●自治会と市の意見交流 

・地域の意見吸い上げ機能が十分果たされているかが問題。 
・自治会と市の意見交流の実態はどうか(市にとっての自治会の位置づけの問題でもある)。 

 
●防災活動に関する支援の充実 

・自治会の防災資機材整備への支援：具体的情報が大切。 

・自治会での防災資機材購入の際の市の支援・情報提供等に関する市の体制の一元化が必要。 
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自治会活動活

性化のための

５つの基本方

向 

【取り組みの基本的方向】 

①地域活動としての自治会活動の活発化 

 

■基本的考え方 

・自治会活動は、現実的に市内の地域活動の中核をなすものであり、地域活動活性化の中心的取

り組みとして、まずは自治会活動の活性化をはかる。 

・地域の自律的活動としての自治会活動の活発化とそれに対する市のサポートの関係として考え

る (必ずしも「市と地域住民の協働の取り組み」ではない) 。 

 
■自治会活動活性化のための５つの基本方向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1)連合会活動を補完する地域分科会活動の充実 ～地区単位の連合会分科会の設置～ 

・７７自治会すべてでなく、隣どうしや少数での自治会が相互に交流・協力することがまず大切。 
・防災・防犯活動の際の機材の貸し借り、消防・警察等との交渉・調整、活動上のノウハウの交

流などに、小単位の連携は有効。 
・自治会連合会の「部会」「分科会」の形が適当である。 
 
2)自治会活動に対する情報提供・相談窓口の一元化 ～自治会活動データバンクづくり～ 

・活動事例のデータバンクづくりなど、自治会相互の情報を共有するための場の確立。 
 
3)自治会活動の魅力づくり ～魅力的地域イベントの充実～ 

・子ども対象のイベント、気軽に参加できる清掃などのイベントを活発にしていく。 

・そのために、活動の広報・事例の共有などを重視する(上記1)2)に関連)。 

 

4)参加しやすい仕組み・雰囲気づくりによる加入率の向上 

～わかりやすい自治会加入・活動ガイドづくり～ 

・加入したくても、自分の自治会区域がわからない、加入申し込み方法が分からない場合も多い。 

・自治会の状況(自治会区域、活動内容、加入方法等)などをわかりやすくし、広報を充実する。

そのため、「自治会マップ」や会報「うみかぜ」及びホームページ等の継続および配付方法の工

1.連合会活動を補完する地域
分科会活動の充実 

2.自治会活動に対する情報提
供・相談窓口の一元化 

5.災害時の情報を互いに知り
合う助け合い体制の確立 

4.参加しやすい仕組み・雰囲
気づくりによる加入率の向上 

3.自治会活動の魅力づくり 
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夫、また市の広報番組(5チャンネル)の活用などによって、多くの市民に周知するよう努める。 

・活動の魅力づくりに努力し、活動への参加の呼びかけ、活動結果の紹介などを充実する。 

 

5)災害時の情報を互いに知り合う助け合い体制の確立 ～地域の助け合い情報の共有～ 

・災害に備えて災害弱者の情報(防災マップなど)、災害発生時の安否情報確認の仕組み、日常の

高齢者の長期不在情報等、地域で助け合うための情報を互いに知り合う体制・仕組みを確立す

る。 

 

(具体的な取り組みの提案) 

1)連合会活動を補完する地域分科会活動の充実  

●防災活動をはじめとした地域間交流のための自治会連合会の地域分科会などの発足 

・自治会連合会の小単位の分科会のイメージ：社会福祉協議会の10地区区分などを参考に、活動

しやすい、コンセンサスが得られやすい区分を検討していく。 

●自治会相互の交流を促す。 

・近隣の活動が活発な自治会と連携した活動を広める（防災訓練等）。 

2)自治会活動に対する情報提供・相談窓口の一元化  

●「地域活動データバンク」の必要性 

・自由に情報が入手できる「地域活動データバンク」を、当面は市(地域ネットワーク課)が中心

となって創設する (防災資機材の購入、防災活動のノウハウなど) 。 

3)自治会活動の魅力づくりとしてのイベントの活発化 

●イベントの際に若者の参加を促す。 

・分譲マンションの増加に伴い若者が増加したため、行事などに参加してもらう。 

●子どもに対する支援、子どもをもつ大人の視点に立った企画を立てる。 

・自治会主催で、入学式・卒業式などのイベントを実施する（子ども向け）。 

・人が集まる場をつくる（（試飲会などの実施）（大人向け））。 

・幼稚園児、小中学生などを地域活動に参加するよう仕向ける(小中学生の地元への愛着が薄れて

いることへの対策にもなる)。 

●継続する活動を展開する。 

・特定テーマの継続的イベントを展開する（男の料理教室など長くできる活動の実施など）。 

・夜間の防犯パトロール等、長く継続している活動の大切さを知らせる。 

4)参加しやすい仕組み・雰囲気づくりによる加入率の向上 

●継続的活動展開のため自治会の組織等を工夫する。 

・役員の交代制度は、一定の継続的取り組みができるように工夫する。 

●自治会活動の運営方法を工夫する。 

・会合における話し合いのテーマを明確にする。 

・活動の場を広げる(地域活動に空き家を利用するなど)。 

●情報発信を積極的に行う。 

・活動内容がわかるように積極的に広報活動をする。 
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②地域活動における市との協働関係の強化 

 

・市は自治会に何を期待するかを明確にした上で、自治会活動の内容までは踏み込まず、地域活

動の自律性を尊重したうえで、必要な協働関係を強化する。 

・地域活動の担い手としての自治会活動に対して、市と次のような協働を強化していく。 

 

1)地域活動への参加を促す 

・自治会の良さ、加入のメリットを周知する。 

 

2)活動に関する情報を集約・発信する 

・情報のまとめ・発信の一元化は、当面市の役割として、発信・相談の窓口の役割を市が担う。 
・地域活動のリーダー養成・研修機会を充実する。 
 
3)地域活動相互の交流を促す 

・自治会活動の良い事例を広く知らせる。 

・自治会相互の交流を促す。 

 

4)活動費・機材等の支援の充実を要望する 

・活動費の補助を充実する。 

・機材の貸し出し等を充実する。 

 

 (具体的な取り組みの提案) 

1)地域活動への参加を促す 

・転入者に対する市窓口での広報の充実 

・自治会加入のメリットの広報：メリット：1)近所で知り合いをつくるきっかけになる。2)地域

の防災・防犯など、身を守ってくれる。 

2)活動に関する情報を集約・発信する 

・活動事例を周知する(成功例などを中心に、地域活動のガイドなどの機能を果たすよう、事例の

収集と提供を行う)。 

・地域活動のリーダーを養成する(リーダー養成、自治会運営等に関する研修機会などを充実す

る)。 

3)地域活動相互の交流を促す 

・自治会活動の良い事例を広く知らせ、ノウハウ活用をきっかけに互いの交流を促す等。 

・防災・防犯等をテーマに、市と自治会が連携する(それぞれの役割分担を明確化する：自治会は、

身軽に且つ機動的に動ける)。 

4)活動費・機材等の支援の充実を要望する 

・防災活動、資機材などの情報を提供する(防災資機材の購入や活用に関する情報を提供できるよ

うに体制を整える)。 
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③地域活動活性化のための拠点の形成 

・自治会を中心とした地域活動の交流・情報共有、相談機能の充実、また各種の地域活動・市民

活動との連携等をはかるため、活動の情報提供・相談・交流・人材育成等を目的とした拠点「(仮

称)地域活動センター」を開設する。 

・「(仮称)地域活動センター」は、活動内容や意識の実態上の相違から、当面は、既存の「市民活

動センター」とは別組織とする方向で検討するが、望ましい連携のあり方を検討していく。 

 
(具体的な取り組みの提案) 

「(仮称)地域活動センター」の具体的イメージ  

 
【目的】 
1)地域活動に対する関心を高める 

・地域に根ざした自治会を中心とした地域活動の大切さを広く知ってもらう。 
・自治会加入率の向上をはかる。 
2) 地域活動の情報を互いが知る 

・地域活動の実情、現状の取り組みや課題などの情報を集約し、活動上の相談機能などを充実す

る。 
3) 地域活動相互に交流し助け合う 

・各種の地域活動相互の交流を通じて、地域活動の横のつながりをつくる。 
 

 

【機能】               「※」は、今後検討を具体化する際の留意点を示す 
1)地域活動に関する情報の集約と活用 

・市内の地域活動情報及び市外の事例などのデータバンク機能を充実する。 
 
2)地域活動に関する相談、情報提供(活動事例・ノウハウ等) 
※地域の防犯・防災活動のノウハウ等についても、市と連携して相談。情報提供を充実する。 

 
3)地域活動相互の交流機会の提供(各種地域活動・市民活動との連携への展開も期待) 
※学校・PTA、スポーツサークルなどとの連携(徐々に連携方策を探っていく)。  

※ＮＰＯ、ボランティア活動などの市民活動との連携のあり方を探っていく(専門的活動について連携する

など)。 

 

4)地域活動のリーダー養成 

・研修機会の充実などを通じて、地域活動の担い手を養成する。 

 

5)地域ごとの活動の調整等(地区別にまとまった活動などの支援・調整等) 
※地区ごとのまとまりについては、社会福祉協議会の地区割り(10地区)を基礎に検討していく。 

※地域活動センターの地区ごとのブランチ機能なども、将来的には検討する。 
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(仮称)地域
活動センタ
ー の 機 能
(イメージ) 

※まちづくりの新しい課題に対応して、新たな地域活動を展開する(地域の建物や緑化のルールづくりな

ど)。 

 

(仮称)地域活動センターの機能 

 
 
  
  
 
 
 
 
 
 
 
【運営】 
・自治会等からのボランティア及び市内の地域組織から広く参加を募り、市民による運営を行う。 
・市からの活動支援(運営事務、場所の確保など)も受ける。 
 
【留意点等】 
(施設について) 

・当面は既存施設利用でよい。 
 
(設立のプロセスについて) 

①地域活動センターの必要性等について、自治会連合会に提起する。 
②地域活動センターにおける自治会連合会の位置づけを明確にする。 

   ※「連合会の事務所」とはならないよう留意する。 
③地域活動センター運営の人材を広く募る。 

   ※複数の運営委員を市民の間から募る(当面の事務的業務については市に支援してもらう)。 

④「(仮称)地域活動センター」発足。 
   ※まずは情報の集約と活用に関する機能を充実する。 

※当面は欲張らずに、市民が地域活動に参加しやすくする機能にしぼって活動する。 
  ⑤将来は、地区ごとのブランチ機能も充実していく。 
   ※連合会の地区別分科会機能充実とも連携して検討していく。 
 

1. 地域活動に関する情報の集約と活用 

2. 地域活動に関する相談、情報提供 

3. 地域活動相互の交流機会の提供 

5.地域ごとの活動の調整等 

4.地域活動のリーダー養成 
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(２)防犯活動の促進■■■■■■■■■■■■■■■■■ 

【現況と課題】 

●防犯に関する市全体としての課題 

・浦安は、市全体としての犯罪が統計上多いが、ＴＤＲへの来訪者による犯罪も含まれてい

る。 
・現状では、車上ねらい、自転車盗難などが増えており、その対策は重要となっている。 

・地域によって犯罪の傾向が異なることから、地域の特性に応じた取り組みが必要となって

いる。 
 

●地域コミュニティと防犯活動 

・自治会による防犯活動のノウハウ・情報は、現在のところ不足しており、今後、警察との

連携による活動の活発化が求められている。 
・防犯ボランティア活動において市では、ミニパトやパトロールグッズ等の物資の支援を行

っており、防犯パトロールを実施している地域は犯罪が少なくなっている。今後は、防犯

ボランティアの人材を派遣するような人的支援も求められている。 
・紙上「防犯かわら版」などの防犯情報の活用方法を充実していく必要がある(自治会として
掲示するなど活用しているところもあるが、現状の対応は地域によってまちまちとなって

いる)。 
 

●犯罪が起こりにくい環境づくり 

・犯罪が起こりにくい環境整備にも取り組んでいく必要がある。 
・住宅の防犯対策については、既存の建物においても取り組んでいく必要がある(新しい建物
は、建てる際に「開発指導要綱」等によって防犯面からも市の指導がある)。 

・空巣等は、建て込んだまち、死角(樹木による阻害も含む)が多いまちで多発することから、
地域としての対応が大切となる(樹木を切った方が安全な場合もある)。 
 

●自治会における市と連携した取り組み 

・地域によって住環境に違いがあり、防犯対策の課題も異なる。そのため、防犯は地域とし

て取り組むべき課題であり、地域の核となる自治会の主要な活動となっている。 

・自治会の防犯担当者に市からメールや文書によって防犯情報を提供をしているが、あまり

活用されていない例が多い。 

・情報については、防災は「活動のノウハウ」、防犯は「即時性の高い情報」という違いがあ

る。特に防犯情報については、結果についても情報提供が必要となっている(現状では、防

犯協会のホームページでは提供している)。 

・基本的には、防犯対策における役割分担を明確にすることが大切となっている(市・自治会・
学校・商店・PTA等の役割分担) 。 
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【取り組みの基本的方向】 

①地域防犯活動の推進 

 

1)多様な世代の防犯活動への参加を拡大する。 

・防犯活動の必要性を広く周知し、地域活動としての防犯への関心の醸成とともに、参加を拡大

する。 

・そのため、現在の市の取り組みを市民に周知・理解してもらい、市民みずからができることを

考えていく必要がある。 
-市民による広報紙・チラシをつくる(例えば、門灯をつける運動の周知等) 
-ホームページの情報提供が多いため、ホームページ利用者を増やす。 

 

2)防犯情報を迅速･適切に伝達する体制・仕組みを充実する 

・市や関係機関からの防犯情報などへ、地域としてどう活用するかを検討・充実していく。 

・さらに、地域内での防犯情報の迅速な伝達方法を検討・充実していく(掲示板や回覧板の充実等)。 

 

3)防犯活動に関する市や警察による支援を充実する 

●地域の防犯活動を助け、弾みをつける支援システムをつくる 

・防犯活動が活発でない地域、これから取り組む地域などを対象に、指導員やパトロール要員の

派遣など、防犯活動を助け、弾みをつけるシステムをつくる。 
●指導の体制を充実する 
・防犯診断、パトロールの指導など、防犯活動の指導体制を充実する。 
※警察 OBによる「交番相談員」、市の「防犯相談員」(警察 OB) などを効果的に活用する。 
 

 

 

②犯罪が起こりにくい地域コミュニティづくり 

 

1)常に人の眼がある、人が外に出て交流する地域社会をつくる  

・常に人が行き交い、交流（井戸端会議）が行われているような環境があれば犯罪も減る。 

・特に、小学校児童の登下校時の積極的な外出など様々な取り組みを工夫し、地域住民の眼が常

にあるコミュニティづくりに取り組む。 

 

2)防犯に関する意識啓発を進める 

・「地域の防犯点検活動」など地域活動としての取り組みを充実し、意識啓発を進める。 

 

3)地域住民と行政が連携して、犯罪が起こりにくいコミュニティづくりを推進する 

・犯罪をおこしにくい地域社会（住民主体）づくりを行政が支援する仕組みを確立する。 
・互いに知り合うコミュニティづくりの一歩として、住民票未登録者(単身赴任者、短期居住者等)
の住民登録励行など、地域社会への参加を促していく。 
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・地域の各種団体(自治会・学校・PTA、その他)が連携して防犯対策に取り組むため、地域の総
合的防犯対策のあり方を検討していく。 

 
 (具体的な取り組みの提案) 

●自治会相互の情報交流などの対策を工夫する。 

●「防犯かわら版」や「回覧板」を用いて、地域内やマンション内で犯罪情報を共有する。 

●犯罪情報の提供の充実とあわせて、地域での情報伝達の充実を図る。 

・提供された情報を自治会(班単位)で周知するためにも掲示板の活用などを工夫する。 
●地域での見回り・パトロールを充実する。 

・自転車盗難や空き巣など、身近に起きる犯罪を地域の団体で見回り・パトロールすれば、その

分警察の負担が減り、他の犯罪に取り組むことができる。 

・自転車の乗車マナー（無灯・危険走行）や駐輪時の２重ロック（チェーンロック）を呼びかけ

る。 

・パトロール要員を募集するなど地域における防犯メンバーの充実をはかり、体制を強化する。 

 

 

 

③防犯まちづくりの推進 

 

1)犯罪が起こりにくい市街地・住宅地環境づくりに関する関心を醸成する 

・まちの死角や犯罪心理を考慮した対策「防犯まちづくり」を推進していく。 

・そのため、防犯まちづくりに関する知識の普及、関心の醸成をはかっていく。 

 

2)防犯まちづくりに関する指導・相談を充実する 

・「(仮称)地域活動センター」における相談や情報提供の項目のひとつとして、防災とともに防犯

を取り上げ、活動支援を充実していく。 

 

(具体的な取り組みの提案) 

●防犯まちづくりに関する知識を普及する。 

・「防犯まちづくりガイドブック」などを作成し、知識の普及・関心の醸成をはかる。 

●ブロック塀や路上に張り出して視線を遮る樹木・生垣など「まちの死角」を点検する。 

●通学路などの点検活動や危険箇所の改善方策を探る。 

●防犯カメラの設置対策等を工夫する。 
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３.多様な市民交流の促進 
 

■ 基本的考え方・目標 

  
 

 

浦安市では、現在も新住民の登録があいついでいる。そのため、全ての住民が世代間の交流、

地域間の交流、新旧住民間の交流、外国人との交流等、「多様な市民交流」を重ねることにより、

いかに地域力を向上させるのかが課題となっている。10年後の浦安市を考えた時に、日常時、非

常時を問わず、このような交流をとおしての地域力の向上は必要不可欠である。一方、行政側で

は、個人情報保護の関係などから、“人と人との交わり”すなわち“交流”を深めるためのきっか

けづくりなどに慎重にならざるをえない現状がある。このことからも、今後は、さらに市民側が

積極的に “交流”をする「場」や「きっかけ」を創り出すことが求められている。 

そのために、市民の交流の仕組みを創造し、それを市全体で共有化し、実行することで、地域

力の向上を目指していく。 

 

基本的な活動として、以下の3点を推進する。 

1)日常の交流を充実させ、浦安市ならではの交流の仕組みをつくる。 

2)地域を越えたコミュニケーション・世代を超えたコミュニティを確立する。 

3)市民交流の情報を継続的、効果的に収集・発信する。 

 

また、多様な市民交流は、主に以下の交流について取り上げる。 

1)地域間の交流・・・元町、中町、新町の交流 

自治会間の交流                         

（※但し自治会活動については、主に地域活動グループで扱う） 

2)市民間の交流・・・新住民－旧住民（開発等により新たに住み始める住民と昔からの市街地に

住む住民）との交流 

地域密着で生活している層と通勤層との交流 

子ども、学生、子育て層、高齢者をはじめとした大人たち等年齢を超えて

の世代間の交流 

外国人、障がい者等との交流 

など 

「ひとりひとりの市民がいきいきと暮らせる地域力があふれるまち」 将来像 
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 (１)多様な市民交流の促進■■■■■■■■■■■■■■ 

【現況と課題】 

●世代を超えた交流の課題 

・交流が世代ごとに分かれてしまっているため、世代を超えた交流ができるように、公共施

設を活用してイベントなどを実施し、市民交流の機会づくりに努めていく必要がある。 

・地域内の組織（子育て関係、高齢者関係、国際関係、大学や学生関係の組織等）の連携が

充分ではない。それぞれの組織の特技や特性を活かし、補い合えるような交流が求められ

ている。 

・市民と大学との交流の機会が少ない。市内大学との交流をしていくことも必要である。 

 

●地域間の交流の課題 

・まちの生い立ちや地理的特徴のため、元町・中町・新町の地域間の交流を図る必要がある。 

・地域の資源、特性を活かした多様な交流が必要である。 

 

●市民間の交流の課題 

・新しい都市であり、多くの市民が新しい地域に新住民として入居している。単身者も多く、

さらには、都心への交通の利便性の良さから東京のベッドタウンとして位置づけられてい

る。そのため、地域社会としての歴史の浅さ、歴史のある地域でも夜と休日だけの居住と

なり、市民同士の交流・対話（コミュニケーション）が不足し、地域社会として未成熟で

ある。 
・中・高層マンションが多く、核家族化も進行しているために、「個」を大切にする比率が高

くなっている。また、個人情報保護法が市民のコミュニケーション不足を助長し、住民同

士の顔が見えにくい。 
 

●多様な市民交流をする「場」・「情報」の課題 

・多様な世代が生き生きと交流できる仕組みづくりが必要である。交流する「場」がうまく

活用されていない。「場」が充実しなければ、多様な交流は生まれないし、地域力は育た

ない。 

・世代間やテーマごとに交流の「場」が分かれてしまっている。 

・日常の交流を充実させていくことが大切である。そのため、地域で日常的に交流ができる

「場」が必要である。 

・公共施設における市民の交流スペースは、今後、高齢者、団塊世代の参加拡大によって、

さらに不足するおそれがある。 

・個人情報保護法により行政側からの市民交流の情報提供や機会が難しくなる可能性がある。 
・全体的に市民交流に関する情報を知る機会や媒体が少ない。 
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【取り組みの基本的方向】 

浦安市ならではの多様な市民交流を促進するために、まず必要なことは、以下の 2点を実行す

ることである。実現可能な地域、内容から順次進めていくこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①世代を超えた多様な市民交流の促進 

1) 浦安市ならではの交流の仕組みを充実する 
～多様な市民交流が継続する仕組みの構築・充実～ 

○交流する機会（場）の充実 

・市民交流に関しての情報網、交流を促進するための企画力、及び実行力の全てがないと多様な

市民交流は活性化しないが、まずは出来ることから始めることが重要である。市民に日頃から

継続的に交流ができる機会（場）を提供する仕組みをつくる。 

・地域には、既にいろいろな分野やテーマ毎の活動団体が存在する。それらの情報が集約、発信

できる機会（場）をつくることで、人を集め、交流を充実させる。 

・大学との交流を図っていく。 

 

○交流を促進するための企画力と実行力の充実 

・既にある市民交流イベント等の企画内容を充実し、市民交流の機会づくりと充実を図る。 

・日頃から既存施設を活用した仕掛け（企画内容）の実施と充実を図る。 

・交流を促進するための企画力、実行力を伴う人材を確保する。 

 

2)市の支援の充実 

・市民と市が協働で市民交流を促進する。 

・場の提供や市の力が必要であることから、市のサポートを仰ぐ。 

 

(具体的な取り組みの提案) 

1) 浦安市ならではの交流の仕組みを充実する 
○交流する機会（場）の充実 

・地域の既存施設を活用し、地域毎（例えば小学校区毎）に、日頃から継続的に交流ができる場

をつくる（地域の住民が誰でもいつでも気軽に出かけられる場づくり）。 

・大学生が専攻分野を活かしテーマに沿った企画を立て、交流を図る場をつくる。 

①交流の「場」の設置・・・ 

既にコミュニティ施設・公共施設が充実していることから、それぞれの地域特性を把握

した上で、その地域に合った既存施設・既存組織を活用する。 

②交流の「仕組みづくり」の確立・・・ 

地域や世代を超えた交流のつなぎ手となる人材の確保や人材育成のあり方を探り、相互

の情報網の確立をする。 
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○交流を促進するための企画力と実行力の充実 

・公園を活用した音楽祭・フェスティバル・マーケットを実施する。 

・市民の森、蓼科山荘等の市外施設の活用を企画・実行し、多様な交流の促進を図る。 

・既存施設（子育て支援施設、学校内、自治会館等）に地域の人が利用できるカフェや休憩所を

併設し、市民の交流を促進する。 

・多様な知識・技術を持つ市民人材を育成する講座や、市民交流を促進するための企画力、実行

力を持つ市民人材を育成する講座を開設し、充実する。 

・市民スポーツ講座、人文系（文学、哲学、芸術）の市民教養講座、高齢化社会を見据えた講演

会やセミナー等を活用して交流を深める。 

○交流を促進するための情報収集と発信の充実 

・同世代や異世代が集まりやすい既存の公的施設や公共機関（国際センター、Ｕセンター、公民

館、自治会館、学校、幼稚園、体育館等）や民間施設（スーパー、ＮＰＯ組織、各マンション

管理組合等）の掲示板等を活用して、情報発信をする。 
・行政や民間のパブリシティツール（市広報紙やタウン紙）などを活用し、市民交流の情報提供

の協力体制を図っていく。特に『広報うらやす』との連携を強化する。 
○既存組織との連携を図る 

・市民交流の促進のために、企画提案、実行などを既存組織へ依頼するなどの工夫をする。 
・既存組織と連携をすることで、交流のノウハウを吸収し、人材育成につなげる。また、交流を

促進するための人材の確保を図る。 

2)市の支援の充実 

・既存の公共施設等の提供や人材確保、人材育成のための講座の設置等の協力をする。例えば、

登録制度をつくり、講座受講者は受講後に登録をして、地域社会に活かせるような仕組みを作

る。 
・既存組織との連携充実のための支援をする。例えば、自治会、市民活動組織、ＮＰＯ組織など

の代表をいっせいに介するなどをして、市民交流促進のための支援をする。 
 

 

 

 

②地域間・市民間交流の促進 

1）地域間の見えない壁を解消する地域間交流の充実 

・元町、中町、新町の市民が相互に知り合い、交流ができる仕組みをつくる。 

・地域相互の交流イベントを充実し、イベントをとおして、元町、中町、新町や自治会間の市民

が相互に知り合い、交流ができる仕組みをつくる。 

 

2)市民間の交流の充実 

・新住民と旧住民の交流を充実し、市全体のコミュニティの醸成を図る。 
・市民間の交流を充実し、顔が見える関係を構築することで、モラルの向上につなげる。 
・浦安市の歴史や地域性を積極的に発信することで、市民に親しみをもってもらう。 
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(具体的な取り組みの提案) 

1）地域間交流の充実 

○イベントの実施 

・三社祭と新町まつりを交互（それぞれ4年に一度）に行い、ＰＲし合うことで地域間交流の充

実につなげる。 

・新町住民の三社祭への参加機会をつくる。 

（例）きっかけとして、最初はこども神輿から実施する。 

○「姉妹自治会」などの、地域間の相互理解を進める仕組みづくりの構築 

・ 自治会相互の交流 

・ 姉妹自治会で相互理解 

・ 連合会で情報共有 

・ 自治会対抗スポーツ大会の開催 

2）市民間の交流の充実 

○歴史ある行事を活用した新・旧住民交流の充実 

・各地域の祭りの参加者を全市的に公募するなどを提案する。 

○まちに親しみを持ってもらうためのイベントの実施 

・市内めぐりツアーなど、街めぐりを定期的に開催する。 

（例）浦安ウォークと題して、定期的に各エリアの紹介をするウォーキングツアーを開催する。 

・お散歩マップ、サイクリングマップなどを作ることで、市民が気軽に街をめぐり、小さな交流

ができるようにする（見所、食べ処、遊び所、公園めぐり等、目的別に）。 

・境川を活用するイベントを実施する（船遊び、ごみそうじ、花を植える、夏季・祝日限定ビア

ガーデン・カフェ等）。 

 

 

 

 

③多様な市民交流を促進するための拠点の創出 

・多様な市民交流を促進するために、地域毎に交流ができ、情報を収集・発信できる「場」をつ

くる。 

・市民が一人でも気軽に立ち寄ることができる「（仮称）市民交流センター」を各小学校区毎に設

置する。 

・「（仮称）市民交流センター」については、将来の財政も視野に入れ、既存の公共施設・コミュ

ニティ施設（例えば、自治会会館、老人クラブ会館、公民館、小中学校の空教室等）を活用す

ることを基本とする。地域毎の特性や特徴をよく把握した上で、地域が身近に感じることがで

き、実現の可能性が高い施設を活用する。 

・施設のソフト部分（具体的な機能）においても、それぞれの地域に合った内容を地域毎に検討

していく。 
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(具体的な取り組みの提案) 

「（仮称）市民交流センター」の具体的イメージ 

【目的】 

1)多様な市民が身近な地域で日頃から交流することで、世代を超えた地域コミュニティを形成す

る。 

2)顔が見える交流により、地域住民相互の支えあいを醸成する。 

3)世代間交流により、文化や技能の伝承を行う。 

4)多様な市民が身近な地域で情報収集・情報発信をすることで、交流の内容を確認する。 

  

【機能】 

1)市民交流に関する情報収集と発信 

・掲示板などで地域の市民交流に関する情報が入手でき、発信することもできる。 

2)日頃から交流できる場の提供 

・多様な市民が集まっていて、交流できる空間がある。 

3)市民交流に関する仕掛け（企画の立案）と実施 

・地域の特性にあった企画が立案され、実行することで地域内のコミュニティが形成される。 

 

【運営】 

・多様な市民交流を促進し、地域コミュニティを形成するための企画立案、実施、コーディネー

トができる人材を確保する。 

・市民による運営を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の提案 ～（仮称）市民交流センターの実現に向けて～】 

・市民は市へ積極的に既存施設を開放するように働きかける。 

● 既存の事業との連携を図る 

・学校を活用する場合、学校開放や放課後異年齢児交流事業との連携を図る。 

・例えば、老人クラブ会館、子育て支援センター、つどいの広場などの機能との融合を図る。 

●（仮称）市民交流センターにおける人材の確保 

・年1回、市が「市民交流が活発化する仕組み」等の内容で、企画募集し、審査をする。 

 

 

（仮称）市民交流センターの機能（イメージ） 

1)市民交流に関する情報収集と情報発信 

2)日頃から交流できる場の提供 

3)市民交流に関する仕掛け（企画の立案）と実施 
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(２)国際交流の推進■■■■■■■■■■■■■■■■■ 

【現況と課題】 

●姉妹都市等の既存事業の課題 

・姉妹都市の毎年の交流イベントの参加者は減少傾向である。オーランド市以外にも姉妹都

市を検討することが必要である。 

・現在の姉妹都市や国際交流協会の事業等を見直し、より一層力を入れる必要がある。 

 

●「国際センター」の課題 

・市民および外国人の利用はあるものの、必ずしも存在や事業内容が周知徹底されていない

ため、より一層の充実を図る必要がある。 

 

●外国人への相談体制・情報提供の課題 

・外国人に対する市の支援制度の認知度が低く、情報提供の充実等が必要である。 

・外国人相談窓口の充実が必要である。 

・就業や住宅などの生活基盤について、相談を求める外国人もいる。 

 

 

【取り組みの基本的方向】 

外国人も浦安市民の一員である。多様な市民交流の促進・充実を図り、市民が生活しやすい環

境づくりをすることが、国際交流の推進にもつながるという考え方を基本とする。また、まずは、

既存事業や既存組織の要・不要も含め、そのあり方を検討し、より一層の充実を図ることとする。 
 
 
①広がりのある都市間交流の推進 

・オーランド市以外に、例えば、アジアの都市などとの交流促進も検討する。 

 

 (具体的な取り組みの提案) 

●姉妹都市等の都市間交流の充実 

・姉妹都市（オーランド市）との交流をより一層充実する。 

・市民が身近に感じることができる姉妹都市の選定。姉妹都市だけではない交流都市の検討（国

内外も含む）をする。選定方法については、時代やその時の市の計画等に沿ってその都度選定

する。 

・市職員の意識啓発のために海外研修制度を導入する。 
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②国際センターの機能の充実 

・ 国際センターを充実することで、国際交流の推進を図る。外国人の相談窓口や国際交流関係

の情報収集・発信の場とし、在住外国人会、国際交流協会、市民活動組織、ボランティア組

織、NPO組織などを有機的につなげる場とする。調査、企画、相談、事業実施等、国際関係の

全ての機能を国際センターに収集し、浦安市の国際交流についての中枢を担う施設とする。 

 

(具体的な取り組みの提案) 

「国際センターの具体的イメージ」 

【目的】 

1)浦安市の国際化を更に推進するため、国際関係の中核施設として位置づける。 

2)国際関係の情報収集・情報発信をすることで、市民が国際交流の意味を考え合う場とする。 

3)日頃から国際交流をすることで、国際感覚を身につけた市民が、気軽に交流できる場とする。 

【機能】 

1)国際交流に関する情報収集と情報発信 

・掲示板、ホームページなどで交流に関する情報が入手でき、発信することもできる。 

2)日頃から国際交流できる場の提供 

・外国人も含めた多様な市民が集まり、交流できる空間がある。 

3)国際交流に関する仕掛け（企画の立案）と実施 

・国際交流に関する企画が立案され、実行することで市民間の関係づくりが促進される。 

4)現状のニーズや傾向を把握した上での外国人への相談体制、情報提供の充実 

・アンケートやヒアリング等により、外国人が必要な情報を把握し、サービスを提供する。 

【運営】 

・市や市内国際交流関係の既存組織（在住外国人会、国際交流協会、国際センター等）にアドバ

イスできる第三者的なコーディネーター（外国語が自由に使える大学の先生など）を設ける（1

～2名）。 

・民間から国際センター全体をコーディネートできる人材を確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

将来の国際センターの機能（イメージ） 

1)国際交流に関する情報集約と情報発信 

2)日頃から国際交流できる場の提供 

3)国際交流に関する仕掛け（企画の立案）と実施 

4)外国人への相談体制・情報提供の充実 
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４.産業の振興 
 

■基本的考え方・目標 

【産業振興の基本姿勢】 

●産業と生活のバランスのとれた都市 

・10年先、20年先の持続的な都市経営には、財政基盤と雇用の充実が不可欠であり、産業と生活

のバランスのとれた都市を目指していくべきである。 

・特に将来の高齢化の進展と、それに伴って派生すると見込まれる税収減・財政悪化［次頁コラ

ム参照］を回避するために市独自の産業政策の確立が必要である。 

・そのため、内発・誘致の両面から産業開発・企業誘致を推進していく。 

 

【観光振興の基本姿勢】 

●市民自身も楽しめる観光（浦安型観光） 

いわゆる観光地によくみられる「外部から人を呼ぶことに執着する観光」ではなく、浦安市で

は「市民自身が楽しめる観光」を重視する。市民自身が楽しみ、くつろげるまちをつくりあげ、

それに外の人も魅力を感じて来るようになり、そのことによって地域に持続的な経済効果をもた

らすような観光をめざすことである。 

 

●重なり合う産業振興と観光振興 

市民自身も楽しめる観光 

（浦安型観光） 

産業と生活の 

バランスのとれた都市 

将来の持続的都市経営 

市独自の産業政策の確立 

（企業誘致、内発型産業開発） 

財政基盤と雇用の充実 

市民自身が楽しみ、くつろげるまち 

それに外の人も魅力を感じて来る 

地域に持続的な 

経済効果を生み出す 
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（※）企画政策課資料より作成 

［参考］この10年は次の10年（20年後）に立ちあらわれる危機を回避する施策を推進すべき 

 
現在、浦安市は働き盛りの世帯（人口構成上、団塊世代（1947～49年生まれ）と団塊ジュニ

ア世代（1971～1974年生まれ）に双頭のピークがみられる）が多く、そのことが浦安市の健全
な税財政構造を支える要因となっている。 
  しかし将来的にはこの健全な税財政構造を維持できるとは必ずしも言い切れない。黄信号の兆

しが見受けられる。 
  
 
○高齢化の進展 

  ・全市 65歳以上人口 
･･･2010年 11.1％、2020年 17.6％、2030年 22.5％ 

  ・特に中町、新町での急速な高齢化 
  
○人口当たり納税額の低減 

  ・平成 19年度 24.3万円 → 平成 23年度 23.2万円 
  
○財政調整基金残高 

  ・平成 19年度 12,389百万円 → 平成 23年度 7,895百万円 

全人口に占める65歳以上の割合
の推移および推計 (※)

22.5%

15.9%15.6%
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30.0%
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(１)産業の振興■■■■■■■■■■■■■■■■■■ 

【現況と課題】 

●将来の健全な財政運営のため、就業の場の確保・拡大が必要 

・鉄鋼通り、港、千鳥の工業ゾーンは、鉄鋼団地・流通団地による工業集積地となっている。 

・そのうち、鉄鋼団地は、227社、270事業所が立地し、年間約 550万トンの鋼材を扱う日

本最大の鉄鋼流通基地で、就業者4,200人（内、浦安市内から800人が通勤）をかぞえて

おり、浦安市にとって重要な産業基地である。 

・鉄鋼・流通団地、ＴＤＲという基幹産業があるが、将来のより健全な財政運営のため安定

した法人税収の確保が必要であり、さらなる産業の招聘、就業の場の確保・拡大が重要で

ある。そのため国内外からの企業誘致はもちろん、リタイヤした人などが市内で起業でき

るような、内発型のスモールビジネスの集積をはかるなどの浦安市独自の産業振興策の創

出が求められる。 

 

●商店街の空洞化・衰退の改善 

・元町のフラワー通りなど商店街の空洞化・衰退がみられる。 

・高架鉄道線が地域を分断、商店街としての連続性がないなど問題がある。 

・商店街やロードサイドショップなどの活性化が必要である。 

 

●広域交通・市内交通網の充実 

・鉄鋼団地・流通団地、ＴＤＲへの交通集散をさばく交通網、特に都内との交通連絡網が不

充分であり、その充実が必要である。 

・元町、中町、新町を結ぶ交通手段が充分ではなく、円滑な相互交通に支障がある。 

 

●鉄鋼団地の存在を生かした産業振興が必要 

・鉄鋼団地は、市内他地域の産業との産業関連波及効果が少なく、加えて日数千台のトラッ

クの出入りによる交通負荷に問題がある。 

・鉄鋼団地にＴＤＲが隣接立地しているので異質な空間が併存している状況でもある。 

・鉄鋼団地の存在を、浦安市の商工業振興にどう生かすかが課題である。 

・鉄鋼団地は様々な活動（イベントの開催、車椅子の提供等）をしているが、それが市民に

知られていない。また、市民も手のつなぎ方が分からない。 
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【取り組みの基本的方向】 

①企業誘致による新産業の推進 

 

・浦安らしい新産業と生活のバランスのとれた街作りのビジョンとして例えば「ロハス

（Lifestyles Of Health And Sustainability）*」といった理念を掲げる。 

・都心への近接性、羽田・成田空港に近いという立地条件を生かし、高付加価値の知的集約

型企業、情報通信企業、サービス関連企業、環境負荷の少ない企業、外資系企業などの誘

致を積極的に進め、新しい産業を創出していく。 

・そのため、市役所内に企業誘致のためのタスク・フォースを設置し、専門的な知見を有す

る市民、学識経験者の協力を得ながら、企業誘致戦略を構築し、その実践を推進していく。 

・企業誘致に際し、地元大学との連携（明海大学－不動産学科、了徳寺大学－健康科学部・

日本文化芸術学部、順天堂大学－医療看護学部）に留意することも必要である。 

 

     *「ロハスとは、地球環境保護と健康な生活を最優先し、人類と地球が共栄共存できる持続可能なライフ
スタイルと、それを望む人たちの総称」（ロハスクラブのホームページより） 

 

(具体的な取り組みの提案) 

●企業誘致のためのタスク･フォースの設置 

・誘致用地の確保・調整 

・誘致業種の検討・研究 

・企業誘致のインセンティブ研究 

・企業誘致活動の実施 

・市長、市議会議員自ら海外も含めて企業誘致に赴く。 

 

②内発型の産業開発の推進と支援 

 

・市民の転職を考えている人、リタイヤした人が起業しやすい環境づくりを進め、ＳＯＨＯ

ワーカー、ホームワーカーなどの就業を支援し、住宅地内産業、コミュニティ・ビジネス

の新しい形を創出していく。 

  ・そのため、市民、市職員、学識経験者からなる研究会を開設・運営し、内発型産業*開発の
方策を検討、その実現を推進していく。              *浦安市民が起業する産業 

 

(具体的な取り組みの提案) 

●内発型産業開発研究会の開設 

・市民、市職員、学識経験者からなる研究会 

・内発型産業の実態調査（既起業者のサーベイ） 

・他都市の事例研究 

・内発型産業の可能性と成立条件の検討 

●内発型産業の支援策検討と実施（ex．福祉ビジネスの支援、質の高い福祉モデルの実現） 
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③商業振興の推進 

 
・商店街の空洞化・衰退から脱皮をはかるため、多様な魅力づくり戦略を推進する。 

・商店街への来客の便を良くするため、交通環境を整える。 

 
(具体的な取り組みの提案) 

●商店街の魅力づくりの多面的な展開 

・特産品開発（特産品発掘コンテスト、新しい特産品づくりなど） 

・空店舗対策の実施（タウンマネージャーの導入） 

・商店街のサービス向上（商店街での物品配送サービス、接遇研修の充実など） 

・持続性のある商店街のイベントの開催 

・町興しの先進事例の学習・交流 

●購買キャンペーンの推進 

・消費の市外流出をはばむため、「浦安市内で買物をしよう（ＢＵＹ ＵＲＡＹＡＳＵ）」をスロ

ーガンにした購買キャンペーンを実施する。 

 

 
④交通網の充実 

 
・産業の基盤として必要不可欠となる広域交通網の充実をはかる。 

 

(具体的な取り組みの提案) 

●広域交通網の整備 

・東京方面との接続路である、都市計画道路堀江東野線、第２湾岸道路等の早期整備を進める。 

●交通手段の改善 

・おさんぽバス・ルートの拡充（南北交通の充実）、利便性の改善（一日乗車券の発行など） 

・舞浜⇔浦安市内への自転車ルートの設置  

・レンタサイクルの導入 

 
⑤既存産業との交流促進 

 
・浦安市内の既存産業（鉄鋼団地・流通団地、ＴＤＲ）への理解、支援を目的として、市民や

まちなか（元町、中町、新町）との連携を図る。 
(具体的な取り組みの提案) 

・情報発信（鉄鋼団地における取り組み等）の強化 

・工業エリアにおける私有地の活用 

・鉄鋼団地内の工場見学コースの充実 

（ex．小、中学校における社会科見学の誘致、産業観光としての活用） 

・鉄鋼関連の研究開発型産業の誘致と県内鉄鋼会社との産業連関の強化 
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(２)観光の振興■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ 

○観光は産業の一部であるが、その振興にはまちづくりとの関連が深いことや、市民の役割も少

なからぬ面があることなど必ずしも産業の枠におさまらない部分もあるので、別枠とした。 

【現況と課題】 

●市民自身が浦安の魅力を把握 

  ・新町の人が元町を知らない、元町の人が新町を知らない、ＴＤＲ以外の魅力を把握できて

いないなど、市民が地元の魅力を充分に把握できていない面がある。 

 

●交通手段の充実 

  ・ＴＤＲ、元町、水辺など、浦安の資源をめぐるための交通手段が不充分である。 

 

●ＴＤＲとまちとの関係の強化 

・舞浜リゾートにはＴＤＲ、ホテル群等が立地し、年間2,500万人が来訪、3万人を雇用す

るという一大観光産業の集積地となっている。 

・ＴＤＲ来訪者が、ほとんど市内を回遊せず、市内他地域との関係が極めて希薄なものとな

っている。 

・ＴＤＲの浦安市に対する功罪（市民の就業、住宅需要など経済的なプラス面、交通渋滞等

のマイナス面）を見すえることも必要。 

 

 

●浦安の資源（元町、水辺など）の活用 

  ・元町は浦安発祥の地で、歴史的資源であるにもかかわらず、充分に活用されていない。 

  ・浦安は三方を水で囲まれているにもかかわらず、水辺の活用が充分になされていない。 
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【取り組みの基本的方向】 

①浦安型観光（市民自身も楽しめる観光）の基盤づくり 

 
（１）浦安にある資源の発掘 

・浦安にある資源をまずは市民自身が知ることから始める。 

・浦安にある資源を発掘する。 

 

（２）ホスピタリティの醸成 

・一人ひとりの市民がまちを愛し、来訪者をあたたかく迎えることができるようなもてなしの

気持ちを醸成していく。 

 

（３）魅力ある街並みの醸成 

・市民・来訪者にここち良い魅力ある街並み・街かどをつくるための条例、ガイドラインを作

成し、それにもとづいた規制、景観誘導を推進していく。 

 

（４）交通網、交通手段の充実 

・市民・来訪者（外国人を含めて）が楽しく市内を回遊できるように案内板・交通標識、交通

手段などの充実をはかる。 

 

(具体的な取り組みの提案) 

●浦安にある資源の発掘のために 

・まちへの親しみと、わかりやすさを促進するため、市内のすべての道に愛称をつける。 

・魚市場へ出かけて買い物をする。 

●ホスピタリティの醸成のために 

・市民による「まちを美しくする運動（シティ・ビューティフル、ラブ・シティ運動）」を多面的

に展開する。 

●魅力ある街並みの醸成のために 

・個性的なまち（ストリート）を育てることで、観光振興に結びつける。 

（ex,漫画作品を活用したまちおこし、クリスマスマーケット、ハロウィンマーケットの開催など） 

・市民参加による街並みづくりガイドラインの作成（対象；街並み、街かど、商業施設など） 

●交通網、交通手段の充実のために 

・外国語表記を含めた案内板・交通標識、観光案内所の設置 

・市内を回遊しやすくするため、おさんぽバス・ルートの拡充、レンタサイクルの導入などをす

すめる。 
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②観光重点エリア 

 

（１）ＴＤＲの存在を生かす 

●浦安市にとってのＴＤＲの存在をより生かしていくため、市民とＴＤＲの関係を深め、ＴＤＲ

のノウハウを学び、それを浦安の観光振興に生かす。 

 

 (具体的な取り組みの提案) 

●市民とＴＤＲの関係を深める 

・市民がＴＤＲを楽しめる機会を増やす。 

・市民代表、市、ＴＤＲによる定期協議の場を設ける。 

・市民団体、市、ＴＤＲの共催イベントを実施する。 

・浦安市の物産、ＴＤＲのグッズコーナーの市内・ＴＤＲ内での相互開設をする。 

・ＴＤＲ来訪者に向けた浦安の観光案内情報の発信。（ＴＤＲ、宿泊ホテル等でのパンフ、観光マ

ップの配布。ホームページでの情報リンクなど） 

●ＴＤＲに学ぶ 

・ＴＤＲはホスピタリティ、クレンリネス（清潔で美しいまち）など、すぐれたノウハウを蓄積

しているので、浦安の観光振興に生かしていく。 

 

 

（２）元町の魅力づくり 

●元町の歴史性を生かし、その資源を活用・ネットワークさせるキメ細かな修景を進めることで、

観光スポットとしての魅力を増進する。 

 

(具体的な取り組みの提案) 

●市民による元町の魅力発見イベントの実施 

・元町、中町、新町の市民が交流しながら元町の魅力を発見するイベントを実施する。 

●元町散策ルート（ウォーキング・トレイル）の整備 

・浦安駅⇔フラワー通り⇔境川河岸プロムナードとべか船⇔清瀧神社・豊受神社⇔郷土博物館を

結ぶルートの整備 

・駐車場、観光案内板の設置 

・観光パンフレットの充実 
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（３）水辺の魅力づくり 
●東京湾、旧江戸川に面し、境川が貫いているなど、水際都市としての浦安固有の特徴を生かし、

その活用を進める。 

 

(具体的な取り組みの提案) 

●市民による水際都市浦安の魅力を発見するイベントを実施 

・市民による水際・水上ツアーを実施、水際・水上の魅力と、水際都市づくりの方向をさぐる。 

●水上観光の充実 

・観光漁業の推進（割引乗船券、送迎サービス、外国語表記のパンフレットなど） 

・境川の青べか、旧江戸川の屋形船の充実 

・水上バスの運航（旧江戸川⇔ＴＤＲ⇔東京湾⇔境川ルート、ＴＤＲ⇔葛西臨海公園ルート） 

・マリーナの増設、水上交通の基地づくり 

●海の食材を楽しむまちづくり 

・フィッシャーマンズワーフづくり（魚市場の水際への移転など） 

・海の食材を生かしたレストラン等（あさりめし、寿司）の充実 

●親水空間の整備 

・三番瀬の適切な利用増進（水際の整備、ボードウォークなどアクセスの充実） 

・臨海水際線の修景・整備 

 
 
 
 
 


